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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３．106期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してい

る。  

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 13,770 14,784 15,643 28,417 30,353 

経常利益（百万円） 896 996 629 1,817 2,074 

中間（当期）純利益

（百万円） 
432 475 230 870 962 

純資産額（百万円） 3,889 5,114 7,490 4,399 5,959 

総資産額（百万円） 26,952 27,415 29,579 26,478 28,189 

１株当たり純資産額

（円） 
162.12 213.81 261.37 183.39 248.38 

１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
18.03 19.86 9.22 36.30 40.15 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益金額（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 14.4 18.7 24.5 16.6 21.1 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

774 1,036 200 2,867 2,078 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

112 △186 △886 △331 △731 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 

（百万円） 

△813 △627 702 △2,339 △958 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高

（百万円） 

2,000 2,346 2,528 2,122 2,511 

従業員数（人） 701 713 728 696 720 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）売上高には消費税等は含まれていない。 

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 11,137 11,783 12,277 22,920 24,312 

経常利益（百万円） 699 707 361 1,382 1,579 

中間（当期）純利益

（百万円） 
342 329 85 652 711 

資本金（百万円） 1,200 1,200 1,900 1,200 1,200 

発行済株式総数（株） 24,000,000 24,000,000 28,666,000 24,000,000 24,000,000 

純資産額（百万円） 3,438 4,377 6,266 3,813 5,092 

総資産額（百万円） 21,870 21,707 23,245 20,924 22,469 

 １株当たり配当額

（円） 
－ － － 3.0 5.0 

自己資本比率（％） 15.7 20.2 27.0 18.2 22.7 

従業員数（人） 480 480 491 470 482 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員である。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特に記載すべき事項はない。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

特殊鋼線事業 726 

その他の事業 2 

合計 728 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 491 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な企業業績を背景に、製造業を中心とした民間設備投資や外需が拡大す

るなど、総じて底堅い回復基調の中で推移した。 

特殊鋼線業界においては、こうした経済情勢を反映して、国内主要需要部門である自動車関連向けを中心とするば

ね材は、引続き好調に推移したが、建材分野は、公共投資関連需要が依然として低迷するもとで、新幹線プロジェク

トや首都圏住宅建設が好調を維持するなど跛行性が見られ、ステンレス線についてもニッケル高騰による値上げを睨

んだ駆け込み需要がある一方、輸入材との競合が続くなど、全体としては、厳しい事業環境の中で推移した。 

このような状況のもとで、当社グループの売上数量は、輸出は減少したものの、主力品種の自動車向けオイルテン

パー 線を主体とするばね材、建材関連のＰＣ鋼線、駆け込み需要の影響を受けたステンレス線など、総じて増加

し、前年同期比 2.7％増の57,283トンとなった。 

売上高は、売上数量増による影響に加え高付加価値製品の拡販に努めるとともに、原材料価格の上昇を吸収すべく

製品値上げを着実に実行したことにより、前年同期比5.8％増（859百万円増）の15,643百万円となった。 

収益面では、上記の販売面での取り組みがあったものの、原材料および諸資材の値上がりや原油高によるエネルギー

コスト増に加え、設備・操業要因による一過性のコストアップ等により、経常利益は、前年同期比36.8％減の629百

万円を計上するにとどまった。また中間純利益についても、前年同期比51.5％減の230百万円の大幅減益となった。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

 ＜特殊鋼線事業＞ 

①ピアノ線 

ピアノ線の販売実績はほぼ前年同期並みだったが、ＰＣ鋼線は販売努力もあり前年を大幅に上回ることができ

た。ピアノ線全体の売上高は2,564百万円(前年同期比5.3%増)となった。 

②鋼線 

ばね用鋼線は自動車向け需要が好調だったことから、引き続き高水準の販売実績となった。また、ポール・パ

イル用鋼線も前年度を上回る販売量を確保し、鋼線全体の売上高は、5,859百万円（前年同期比3.7％増）となっ

た。 

③その他製品 

ステンレス線は、販売数量はほぼ前年並みで推移したが、売上高は、値上げ効果もあり7,135百万円（前年同

期比7.9％増）となった。 

 ＜その他の事業＞ 

不動産賃貸収入は前年と同額であったが、保険収入等が微減となり、売上高は83百万円(前年同期比1.2％減)

となった。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前年同期に比べ181百

万円増加し、2,528百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は200百万円（前年同期は1,036百万円の黒字）となり、前年同期に比べ836百万

円減少した。これは主に、売上債権の増加によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は886百万円（前年同期は186百万円の赤字）となった。これは主に有形・無形固

定資産の取得による支出及び、関係会社株式の取得による支出によるものである。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は702百万円（前年同期は627百万円の赤字）となった。これは主に株式発行によ

る収入によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の特殊鋼線事業の品種別内訳を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

なお、その他の事業は生産実績がないため、記載していない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の特殊鋼線事業の品種別内訳を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていない。 

なお、その他の事業は受注がないため、記載していない。 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ピアノ線 2,179 103.2 

鋼線 4,423 103.3 

その他製品 6,068 107.0 

合計 12,671 105.0 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％） 

ピアノ線 2,557 102.3 409 106.4 

鋼線 5,785 96.2 1,249 98.9 

その他製品 7,515 116.7 900 154.4 

合計 15,859 106.0 2,560 114.7 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメント別の販売実績を示すと次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりである。 

３．金額には消費税等は含まれていない。 

４．前連結会計期間において記載していた㈱メタルワンへの販売金額及び割合は、当連結会計期間において総販

売実績に対して10％未満だったため記載していない。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社。以下同じ。）が対処すべき課題について、重

要な変更はない。 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

 ピアノ線 2,564 105.3 

 鋼線 5,859 103.7 

 その他製品 7,135 107.9 

特殊鋼線事業計 15,560 105.9 

その他の事業 83 98.8 

合計 15,643 105.8 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

平野鋼線㈱ 1,914 13.0 1,807 11.6 

日鐵商事㈱ 1,656 11.2 1,563 10.0 

㈱メタルワン 1,347 9.1 － － 



４【経営上の重要な契約等】 

 当社は平成18年５月９日開催の取締役会において、平成19年４月２日をもって行なわれる予定の当社のステンレス

鋼線事業の分割による新会社の設立及び同社が同日付で住友電工スチールワイヤー株式会社よりステンレス鋼線事業

の承継ないし譲渡を受ける旨を承認し、同時に両社間でこれらを内容とする基本合意書を締結した。その概要は次の

とおりである。 

１．新設分割の内容 

（１）当社から本件事業を承継する会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

会社の名称   鈴木住電ステンレス㈱（仮称） 

住所      東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

代表者の氏名  未定 

資本金     未定（但し、５億円未満） 

事業の内容   ステンレス鋼線の製造・販売 

（２）当該分割の目的 

 今後ステンレス鋼線事業を取り巻く事業環境は、ユーザーのアジアシフトによる国内マーケットの縮小及び海

外市場での海外メーカーの攻勢などによりますます厳しさを増すものと予想される。このような中、両社はそれ

ぞれのステンレス鋼線事業を分離・統合し、生産集約並びに間接費の削減、販売力強化など全般にわたるシナジ

ー効果を最大限に発揮することにより、世界トップレベルのコスト競争力と、両社がこれまで培ってきた品質造

り込み技術を通じて、日本のみならず需要拡大が期待できるアジアを中心とした世界のお客様に更に満足いただ

けるステンレス鋼線の製造・販売会社の設立を目指す。  

（３）当該分割の方法及び分割に係る計画の内容 

分割の方法 

 当社を分割会社とし、設立する新設会社を承継会社とする新設分割の方法により会社分割を行う。 

分割の日程 

 分割計画承認取締役会  平成18年12月下旬（予定） 

 分割期日        平成19年４月２日（予定） 

 分割当期日       平成19年４月２日（予定） 

新設会社が分割に際して発行する株式割り当て 

 承継会社の発行株数は未定であるが、本件事業統合のために行う一連の取引を完了した時点における当社及び

住友電工スチールワイヤー株式会社の統合会社に対する出資比率は、各々60％及び40％の予定である。 

承継される権利義務 

 統合会社が本件分割に対象事業を遂行する上で必要と判断される本件分割の対象事業に係る資産及びこれに付

随する権利。 

２．その他 

 統合会社は、当社の連結子会社となる予定である。 

  

５【研究開発活動】 

当社グループは特殊鋼線の総合メーカーとして、ユーザーニーズに対応し、幅広く研究開発を推進している。又、

新たな分野や用途の開発を目指し、シーズ研究にも積極的に取り組んでいる。 

現在、研究開発は当社の研究開発部が中心となり、社内各部門の他、線材製造の新日本製鐵と十分な連携を取りな

がら推進している。  

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は82百万円である。 

当中間連結会計期間における主要研究開発テーマは次のとおりである。 

 (1) 弁ばね用高強度オイルテンパー線の開発（開発鋼種名ＢＺの開発は終了し、ＢＺを上回る特性を持ったものの開発

   を進めている。 

 (2) 高強度ばね用ステンレス鋼線の開発 

 (3) 金めっき極細線の開発 

 (4) ボルト用・懸架ばね用合金Ｔｉ線の開発 

 (5) 制振合金線「サイレンサー」の用途開発 

 (6) 耐熱合金線の開発 

 (7) ステンレスＰＣ鋼線の用途開発 

  この他に、基礎研究、プロセス開発、探索研究テーマがある。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注） 第三者割当増資による増加である。 

      発行価格   300円  

      資本組入額  150円02銭 

      割当先      新日本製鐵㈱            

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 72,000,000 

計 72,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,666,000 28,666,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 28,666,000 28,666,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 

（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

  

平成18年８月22日 

（注）  

4,666,000 28,666,000 700 1,900 699 699 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末現在主要株主であった株式会社メタルワンは、当中間期末では主要株主ではなくなった。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式7,000株が含まれている。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれている。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番３号 9,966 34.77 

三井物産株式会社（注） 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 2,860 9.98 

株式会社メタルワン（注） 東京都港区芝３丁目２３番１号 2,763 9.64 

株式会社みずほコーポレー

ト銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 592 2.07 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパ

ニー・インターナショナル・リミテッド 
25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E144QA ENGLAND 524 1.83 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 424 1.48 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 360 1.23 

日鐵商事株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番１号 250 0.88 

鈴木金属社員持株会 千葉県習志野市東習志野７丁目５番１号 234 0.82 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目１８番２４号 200 0.70 

計 － 18,173 63.40 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     8,000 － 

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標

準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  28,488,000 28,488 同上 

単元未満株式 普通株式    170,000 － 同上 

発行済株式総数 28,666,000 － － 

総株主の議決権 － 28,488 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

(1）新任役員 

 該当者なし。 

(2）退任役員 

 該当者なし。 

(3）役職の異動 

 該当者なし。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

鈴木金属工業株式会社 
東京都千代田区丸の

内１－９－１ 
8,000 － 8,000 0.03 

計 － 8,000 － 8,000 0.03 

月別 平成18年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 447 410 339 328 332 323 

最低（円） 406 338 289 271 291 296 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９

月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平

成18年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,388   2,570   2,553  

２．受取手形及び売掛
金 

※５   7,981   8,997   8,283  

３．たな卸資産   5,185   4,900   4,966  

４．その他   548   588   544  

   貸倒引当金   △86   △70   △57  

流動資産合計   16,016 58.4  16,987 57.4  16,290 57.8 

Ⅱ 固定資産           

１.有形固定資産 
※１ 
※２          

(1)建物及び構築物   2,689   2,979   2,669  

(2)機械装置及び運搬
具   2,643   2,813   2,670  

(3)土地   2,244   2,245   2,245  

(4)その他   217   373   269  

有形固定資産合計   7,794 28.5  8,412 28.4  7,854 27.9 

２.無形固定資産   170 0.6  135 0.5  143 0.5 

３.投資その他の資産           

(1)投資有価証券 ※３  2,593   2,754   3,162  

(2)その他   877   1,303   777  

  貸倒引当金   △38   △13   △38  

投資その他の資産
合計   3,433 12.5  4,044 13.7  3,901 13.8 

固定資産合計   11,398 41.6  12,592 42.6  11,899 42.2 

資産合計   27,415 100.0  29,579 100.0  28,189 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※５  8,696   8,911   8,516  

２．短期借入金 ※２  5,934   5,431   5,330  

３．未払法人税等   316   218   563  

４．賞与引当金   530   572   546  

５．役員賞与引当金   －   －   12  

６．その他    1,417   1,970   1,443  

流動負債合計   16,894 61.6  17,104 57.8  16,410 58.2 

Ⅱ 固定負債           

１．社債    440   360   400  

２．長期借入金 ※２  2,276   1,953   2,591  

３．退職給付引当金   1,673   1,898   1,805  

４．役員退職慰労引当
金   191   201   220  

５．預り保証敷金   568   526   547  

６．その他   42   43   48  

固定負債合計   5,191 18.9  4,984 16.9  5,612 19.9 

負債合計   22,086 80.5  22,089 74.7  22,023 78.1 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）           

少数株主持分   215 0.8  － －  206 0.7 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,200 4.4  － －  1,200 4.3 

Ⅱ 資本剰余金   － －  － －  10 0.0 

Ⅲ 利益剰余金   3,182 11.6  － －  3,669 13.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   754 2.8  － －  1,081 3.9 

Ⅴ 自己株式   △22 △0.1  － －  △2 △0.0 

資本合計   5,114 18.7  － －  5,959 21.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計   27,415 100.0  － －  28,189 100.0 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

  １．資本金   － －  1,900 6.4  － － 

 ２．資本剰余金    － －  710 2.4  － － 

 ３．利益剰余金    － －  3,779 12.8  － － 

 ４．自己株式   － －  △2 △0.0  － － 

   株主資本合計   － －  6,387 21.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等            

 １．その他有価証券評 
   価差額金   － －  885 3.0  － － 

 ２．繰延ヘッジ損益    － －  △0 △0.0  － － 

    評価・換算差額等合
計   － －  884 3.0  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  217 0.7  － － 

純資産合計   － －  7,490 25.3  － － 

負債純資産合計   － －  29,579 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   14,784 100.0  15,643 100.0  30,353 100.0 

Ⅱ 売上原価   12,223 82.7  13,369 85.5  25,137 82.8 

売上総利益   2,560 17.3  2,274 14.5  5,216 17.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,545 10.5  1,623 10.4  3,114 10.3 

営業利益   1,015 6.8  650 4.1  2,101 6.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  0   0   0   

２．受取配当金  21   21   31   

３．貸倒引当金戻入益  12   －   43   

４．持分法投資利益  －   6   －   

５．販売商権譲渡益   8   11   －   

６．その他  30 72 0.5 20 60 0.4 80 156 0.5 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  65   58   125   

２．営業債権売却損  9   7   25   

３．その他  15 91 0.6 15 80 0.5 31 182 0.6 

経常利益   996 6.7  629 4.0  2,074 6.8 

Ⅵ 特別利益           

  その他  － － － － － － 1 1 0.0 

           

Ⅶ 特別損失           

１．退職給付会計基準
変更時差異償却額  121   121   242   

２．固定資産除却損  30   35   100   

３．その他  － 151 1.0 － 156 1.0 2 345 1.1 

税金等調整前中間
（当期）純利益   844 5.7  473 3.0  1,730 5.7 

法人税、住民税及
び事業税  289   165   801   

法人税等調整額  61 350 2.4 60 225 1.4 △61 740 2.4 

少数株主利益   18 0.1  16 0.1  27 0.1 

中間（当期）純利
益   475 3.2  230 1.5  962 3.2 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

 （資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    －   － 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

  自己株式処分差益  － － 10 10 

Ⅲ 資本剰余金期末残高    －   10 

 （利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    2,778   2,778 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中間(当期)純利益  475 475 962 962 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

 配当金  71 71 71 71 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  3,182  3,669 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

  (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 当中間連結会計期間(平成18年４月１日～平成18年９月30日)                     

  株主資本 

  資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式   株主資本合計

 平成18年３月31日残高          

（百万円）  
1,200 10 3,669 △2 4,878

 中間連結会計期間中の変動額       

  新株の発行 700 699   1,399

  剰余金の配当(注)    △119  △119

  中間純利益    230  230

  自己株式の取得     △0 △0

  株主資本以外の項目の中間 

  連結会計期間中の変動額合計  
     

 中間連結会計期間中の変動額合計   

（百万円）   
700 699 110 △0 1,509

 平成18年９月30日残高        

（百万円）  
1,900 710 3,779 △2 6,387

   

  評価・換算差額等  
少数株主持分  総資産合計  

  
その他有価証券

評価差額金  
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額 

等合計 

 平成18年３月31日残高        

（百万円）   
1,081 － 1,081 206 6,166

 中間連結会計期間中の変動額       

  新株の発行     1,399

  剰余金の配当(注)      △119

   中間純利益      230

   自己株式の取得      △0

   株主資本以外の項目の中間 

   連結会計期間中の変動額合計  
△195 △0 △196 10 △185

 中間連結会計期間中の変動額合計   

（百万円）   
△195 △0 △196 10 1,324

 平成18年９月30日残高        

（百万円）  
885 △0 884 217 7,490



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間（当期）
純利益 

 844 473 1,730 

減価償却費  392 398 817 

役員退職慰労引当金の増減
額 

 18 △18 48 

退職給付引当金の増加額  105 93 237 

役員賞与引当金の増減額   － △12 12 

賞与引当金の増加額  25 26 41 

貸倒引当金の増減額  △15 12 △43 

受取利息及び受取配当金  △21 △21 △32 

支払利息  65 58 125 

投資有価証券売却益  △1 △0 △1 

売上債権の増減額  327 △714 31 

たな卸資産の増減額  △856 65 △637 

仕入債務の増加額  821 395 641 

その他  118 △19 212 

小計  1,825 736 3,182 

利息及び配当金の受取額  21 21 32 

利息の支払額  △65 △58 △125 

法人税等の支払額  △744 △499 △1,010 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 1,036 200 2,078 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

定期預金の預入による支出  － △3 － 

定期預金の払戻による収入  － 3 － 

有形・無形固定資産の取得
による支出 

 △179 △470 △707 

有形・無形固定資産の売却
による収入 

 0 0 4 

投資有価証券の取得による
支出 

 △5 △4 △11 

投資有価証券の売却による
収入 

 13 1 14 

関係会社株式の取得による
支出  

 － △400 － 

その他  △14 △11 △31 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △186 △886 △731 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純増減額  △265 132 △415 

長期借入れによる収入  480 － 1,013 

長期借入金の返済による支
出 

 △711 △668 △1,383 

社債の償還による支出  △40 △40 △80 

株式発行による収入  － 1,399 － 

配当金の支払額  △70 △118 △71 

少数株主への配当金支払額  △0 △2 △0 

その他  △20 △0 △21 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △627 702 △958 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  223 16 388 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 2,122 2,511 2,122 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

 2,346 2,528 2,511 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (ア)連結子会社の数  ７社 

市川製線㈱ 

ピアノ線工業㈱ 

㈱ムロランスズキ 

光陽興産㈱ 

日東金属㈱ 

東京ダイス工業㈱ 

西日本ステンレス鋼線㈱ 

(ア)連結子会社の数  同左 

同左 

(ア)連結子会社の数  同左 

同左 

  (イ)非連結子会社の数 ０社  (イ)非連結子会社の数 同左 (イ)非連結子会社の数 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(ア）持分法適用の関連会社数 

１社 

タカハシスチール㈱ 

(ア）持分法適用の関連会社数 

同左 

(ア）持分法適用の関連会社数 

同左 

 (イ）持分法を適用していない関連

会社（協立金属工業㈱）は、中

間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外している。 

(イ）     同左 (イ）持分法を適用していない関連

会社（協立金属工業㈱）は、当

期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外してい

る。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は中

間連結決算日と同一である。 

同左  連結子会社の決算日は連結決算

日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

(ア）有価証券 

その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

 ・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 (イ）デリバティブ 

時価法 

(イ）デリバティブ 

同左 

(イ）デリバティブ 

同左 

 (ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

主として総平均法による原価

法 

(ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(ウ）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

 原材料 

主として先入先出法による原

価法 

原材料 

同左 
原材料 

同左 

 貯蔵品 

主として最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(ア）有形固定資産 

建物及び構築物 

主として定額法 

(ア）有形固定資産 

       同左 

(ア）有形固定資産 

       同左 

 機械装置及び運搬具 

定率法 

 
 

 その他 

定率法 

 
 

 (イ）無形固定資産 

定額法 

(イ）無形固定資産 

同左 

(イ）無形固定資産 

同左 

  なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用している。 

  

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため支給見込額

に基づき計上している。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,713百万円）については、中

間連結財務諸表提出会社及び主

要な連結子会社は７年による按

分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

 過去勤務債務は、その発生年

度に費用処理している。  

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,713百万円）については、連

結財務諸表提出会社及び主要な

連結子会社は７年による按分額

を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。 

 過去勤務債務は、その発生年

度に費用処理している。  

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計上してい

る。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左  

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上してい

る。 

  ───── 

  

⑤ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えて、当

連結会計年度における支給見込

の当中間連結会計期間負担額を

計上している。 

⑤ 役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えて、支

給見込額を計上している。 

(追加情報) 

役員賞与については「役員賞与

の会計処理に関する当面の扱

い」(企業会計基準委員会実務対

応報告13号平成16年３月９日)に

基づき、発生時に費用処理して

いる。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を

採用している。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用し

ている。 

① ヘッジ会計の方法 

      同左 

① ヘッジ会計の方法 

      同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 借入金の利息 

同左 同左 

 ③ ヘッジ方針 

 金利上昇による影響を限定す

るため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っている。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価を

省略している。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準) 

 当中間連結会計期間により、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適用してい

る。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、7,273百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。 

───── 



 表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

─────  (中間連結損益計算書) 

 「持分法投資利益」は、前中間連結会計期間は、営業外収益の「そ

の他」に含めて表示していたが、当中間連結会計期間において営業外

収益の100分の10を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間連結会計期間末の「持分法投資利益」の金額は6百万

円である。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償

却累計額 

23,249百万円 23,258百万円 23,051百万円 

※２ 担保資産及び担保付

債務 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりである。 

 担保資産   

建物及び構築

物 

724百万円 

(627百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,624百万円 

（1,624百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,412百万円 

(4,111百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,514百万円 

(1,814百万円)

長期借入金 
2,259百万円 

(2,259百万円)

合計 
4,773百万円 

(4,073百万円)

担保資産   

建物及び構築

物 

1,030百万円 

(939百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,712百万円 

（1,712百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,808百万円 

(4,512百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,368百万円 

(1,768百万円)

長期借入金 
1,331百万円 

(1,331百万円)

合計 
3,699百万円 

(3,099百万円)

担保資産   

建物及び構築

物 

690百万円 

(595百万円)

機械装置及び

運搬具 

1,593百万円 

(1,593百万円)

土地 
2,064百万円 

(1,860百万円)

合計 
4,348百万円 

(4,048百万円)

担保付債務   

短期借入金 
2,449百万円 

(1,799百万円)

長期借入金 
1,938百万円 

（1,938百万円）

合計 
4,387百万円 

(3,738百万円)

  上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

 上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

 上記のうち（ ）内書は工場財

団抵当並びに当該債務を示してい

る。 

※３ 有価証券消費貸借契

約による貸付 

 投資有価証券508百万円について

は、有価証券消費貸借契約により

貸付を行っている。 

 投資有価証券421百万円について

は、有価証券消費貸借契約により

貸付を行っている。 

 投資有価証券464百万円について

は、有価証券消費貸借契約により

貸付を行っている。 

 ４ 受取手形割引残高 1,471百万円 1,020百万円 1,319百万円 

※５ (中間)連結会計期間

末日満期手形の処理 

 ─────  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間連

結会計期間の末日が金融機関の休

日であったが、満期日に決済が行

われたものとして処理している。 

中間連結会計年度末日満期手形の

金額は次のとおりである。 

 受取手形  348 百万円 

 支払手形  530 百万円 

  ───── 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 (注) １.普通株式の発行済株式総数の増加4,666千株は、第三者割当による新株発行による増加である。 

       ２.普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理

費 

主要な費目 主要な費目 主要な費目 

１．運搬費 516百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
319百万円 

３．研究開発費 70百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
117百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
29百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
19百万円 

１．運搬費 550百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
314百万円 

３．研究開発費 66百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
137百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
29百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
19百万円 

７．貸倒引当金繰

入額  
16百万円 

１．運搬費 1,058百万円 

２．給料手当及び

福利厚生費 
729百万円 

３．研究開発費 133百万円 

４．賞与引当金繰

入額 
125百万円 

５．役員退職慰労

引当金繰入額 
57百万円 

６．退職給付引当

金繰入額 
27百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,388百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,346百万円 

現金及び預金勘定 2,570百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,528百万円 

現金及び預金勘定 2,553百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△42百万円 

現金及び現金同等

物 
2,511百万円 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

  株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(千株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(千株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間連結会計期間

末株式(千株) 

  発行済株式  普通株式 24,000 (注1)  4,666 － 28,666

  自己株式  普通株式  6 (注2)    1 － 8

２.配当に関する事項  

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

 平成18年６月29日 

定時株主総会 
 普通株式     119百万円       5円 00銭   平成18年3月31日   平成18年6月29日



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

80 42 37 

工具器具及
び備品 

104 55 49 

ソフトウエ
ア 

23 12 11 

合計 209 110 99 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

80 53 27 

工具器具及
び備品 

77 38 39 

ソフトウエ
ア 

16 9 6 

合計 174 101 73 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

80 47 32 

工具器具及
び備品 

99 54 44 

ソフトウエ
ア 

23 14 8 

合計 203 117 86 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 35百万円 

１年超 69百万円 

合計 105百万円 

１年内 29百万円 

１年超 49百万円 

合計 78百万円 

１年内 31百万円 

１年超 60百万円 

合計 91百万円 

   

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 20百万円 

減価償却費相

当額 
18百万円 

支払利息相当

額 
1百万円 

支払リース料 19百万円 

減価償却費相

当額 
16百万円 

支払利息相当

額 
1百万円 

支払リース料 39百万円 

減価償却費相

当額 
35百万円 

支払利息相当

額 
3百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 52百万円 

１年超 259百万円 

合計 312百万円 

１年内 52百万円 

１年超 207百万円 

合計 260百万円 

１年内 52百万円 

１年超 233百万円 

合計 286百万円 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 
  
１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式のうち減損処理額はない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 
  
１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式０百万円減損処理を行った。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 
  
１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式で減損処理額はない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っている。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,339 2,641 1,302 

その他有価証券  

非上場株式 80百万円 

 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,750 3,288 1,537 

その他有価証券  

非上場株式 83百万円 

 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 1,345 3,218 1,873 

その他有価証券  

非上場株式 81百万円 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日現在） 

（前連結会計年度末）（平成18年３月31日現在） 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 298 306 △8 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 70 72 △2 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

通貨 為替予約取引 250 254 △4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,700 84 14,784 － 14,784 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 0 0 (0) － 

 計 14,700 84 14,785 (0) 14,784 

営業費用 13,739 30 13,769 (0) 13,768 

営業利益 960 54 1,015 － 1,015 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、特殊鋼線事業、その他の事業に区分してい

る。 

２．各事業区分の主要製品 

【所在地別セグメント情報】 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 15,560 83 15,643 － 15,643 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 1 1 (1) － 

 計 15,560 84 15,644 (1) 15,643 

営業費用 14,964 29 14,994 (1) 14,993 

営業利益 595 54 650 － 650 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 

 
特殊鋼線事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 30,185 167 30,353 － 30,353 

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 1 1 (1) － 

 計 30,185 168 30,354 (1) 30,353 

営業費用 28,194 59 28,253 (1) 28,252 

営業利益 1,991 109 2,101 － 2,101 

事業区分 主要製品 

特殊鋼線事業 ピアノ線、鋼線、その他製品 

その他の事業 不動産賃貸業、保険代理業務、飲食業 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

所在地は国内のみである。 同左 同左 



【海外売上高】 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．海外売上高 2,001百万円 

２．連結売上高 14,784百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

13.5％ 

１．海外売上高 1,885百万円 

２．連結売上高 15,643百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

12.1％ 

１．海外売上高 3,949百万円 

２．連結売上高 30,353百万円 

３．連結売上高に占

める海外売上高

の割合 

13.0％ 

 国又は地域の区分の売上高は連結

売上高に占める割合がいずれも10％

未満であるため、記載を省略してい

る。 

同左 同左 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額       213円81銭         261円 37銭 248円 38銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
    19円86銭      9円 22銭       40円 15銭 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載していな

い。 

同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在

しないため記載していな

い。 

     

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 475 230 962 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
475 230 962 

期中平均株式数（千株） 23,954 24,986 23,974 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項なし。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項なし。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は平成18年５月９日開催の取締役会において、平成19年４月２日をもって行なわれる予定の当社のステンレス

鋼線事業の分割による新会社の設立及び同社が同日付で住友電工スチールワイヤー株式会社よりステンレス鋼線事業

の承継ないし譲渡を受ける旨を承認し、同時に両社間でこれらを内容とする基本合意書を締結した。その概要は次の

とおりである。 

１．新設分割の内容 

（１）当社から本件事業を承継する会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

会社の名称   鈴木住電ステンレス㈱（仮称） 

住所      東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

代表者の氏名  未定 

資本金     未定（但し、５億円未満） 

事業の内容   ステンレス鋼線の製造・販売 

（２）当該分割の目的 

 今後ステンレス鋼線事業を取り巻く事業環境は、ユーザーのアジアシフトによる国内マーケットの縮小及び海

外市場での海外メーカーの攻勢などによりますます厳しさを増すものと予想される。このような中、両社はそれ

ぞれのステンレス鋼線事業を分離・統合し、生産集約並びに間接費の削減、販売力強化など全般にわたるシナジ

ー効果を最大限に発揮することにより、世界トップレベルのコスト競争力と、両社がこれまで培ってきた品質造

り込み技術を通じて、日本のみならず需要拡大が期待できるアジアを中心とした世界のお客様に更に満足いただ

けるステンレス鋼線の製造・販売会社の設立を目指す。  

（３）当該分割の方法及び分割に係る計画の内容 

分割の方法 

 当社を分割会社とし、設立する新設会社を承継会社とする新設分割の方法により会社分割を行う。 

分割の日程 

 分割計画承認取締役会  平成18年12月下旬（予定） 

 分割期日        平成19年４月２日（予定） 

 分割当期日       平成19年４月２日（予定） 

新設会社が分割に際して発行する株式割り当て 

 承継会社の発行株数は未定であるが、本件事業統合のために行う一連の取引を完了した時点における当社及び

住友電工スチールワイヤー株式会社の統合会社に対する出資比率は、各々60％及び40％の予定である。 

承継される権利義務 

 統合会社が本件分割に対象事業を遂行する上で必要と判断される本件分割の対象事業に係る資産及びこれに付

随する権利。 

２．その他 

 統合会社は、当社の連結子会社となる予定である。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,291   1,329   1,409   

２．受取手形 ※５ 2,044   2,566   2,469   

３．売掛金  3,418   3,544   3,317   

４．たな卸資産  4,108   3,823   3,938   

５．その他  574   605   583   

   貸倒引当金  △58   △43   △27   

流動資産合計   11,378 52.4  11,826 50.9  11,690 52.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 
※１ 
※２          

(1) 建物  2,020   2,318   1,991   

(2) 機械及び装置  1,975   2,112   1,978   

(3) 土地  1,957   1,957   1,957   

(4) その他  481   599   544   

有形固定資産合計  6,435  29.7 6,988  30.1 6,472  28.8 

２．無形固定資産  159  0.7 117  0.5 131  0.6 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※３ 2,442   2,551   2,944   

(2）関係会社株式   －   1,220   740   

(3) その他  1,321   548   520   

  貸倒引当金  △31   △6   △31   

投資その他の資産
合計  3,732  17.2 4,313  18.5 4,175  18.6 

固定資産合計   10,328 47.6  11,418 49.1  10,778 48.0 

資産合計   21,707 100.0  23,245 100.0  22,469 100.0 

          

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  ※５  2,229   225   2,358   

２．買掛金  4,434   6,368   4,171   

３．短期借入金   2,560   2,570   2,560   

４.１年以内返済予定
長期借入金 

※２ 1,314   1,268   1,299   

５.１年以内償還予定
社債  80   80   80   

６. 未払法人税等  198   99   442   

７．賞与引当金  394   428   416   

８．設備支払手形   303   224   235   

９. 役員賞与引当金   －   －   12   

１０．その他  932   1,473   953   

流動負債合計   12,446 57.3  12,738 54.8  12,528 55.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   440   360   400   

２．長期借入金 ※２ 2,259   1,531   2,138   

３．退職給付引当金  1,437   1,642   1,561   

４．役員退職慰労引当
金  177   179   201   

５．預り保証敷金  568   526   547   

固定負債合計   4,883 22.5  4,239 18.2  4,849 21.6 

負債合計   17,329 79.8  16,978 73.0  17,377 77.3 

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,200 5.5  － －  1,200 5.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．その他資本剰余金  －   －   10   

資本剰余金合計   － －  － －  10 0.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  184   －   184   

２．任意積立金  1,700   －   1,700   

３. 中間（当期）未処
分利益  583   －   964   

利益剰余金合計   2,467 11.4  － －  2,848 12.7 

Ⅳ その他有価証券評価
差額   732 3.4  － －  1,034 4.6 

Ⅴ 自己株式   △22 △0.1  － －  △2 △0.0 

資本合計   4,377 20.2  － －  5,092 22.7 

負債・資本合計   21,707 100.0  － －  22,469 100.0 

（純資産の部）           

 Ⅰ 株主資本           

 １. 資本金   － －  1,900 8.2  － － 

  ２. 資本剰余金           

(1) 資本準備金  －   699   －   

(2) その他資本剰余金  －   10   －   

資本剰余金合計   － －  710 3.1  － － 

  ３. 利益剰余金           

(1) 利益準備金  －   196   －   

(2) その他利益剰余金           

   別途積立金  －   2,200   －   

   繰越利益剰余金  －   418   －   

利益剰余金合計   － －  2,814 12.1  － － 

 ４. 自己株式   － －  △2 △0.0  － － 

株主資本合計   － －  5,421 23.4  － － 

Ⅱ  評価・換算差額等           

 １．その他有価証券評 
   価差額金   － －  845 3.6  － － 

 ２. 繰延ヘッジ損益   － －  △0 △0.0  － － 

評価・換算差額等合計   － －  845 3.6  － － 

純資産合計   － －  6,266 27.0  － － 

負債純資産合計   － －  23,245 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   11,783 100.0  12,277 100.0  24,312 100.0 

Ⅱ 売上原価   9,956 84.5  10,751 87.6  20,489 84.3 

売上総利益   1,826 15.5  1,526 12.4  3,823 15.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,119 9.5  1,171 9.5  2,242 9.2 

営業利益   706 6.0  354 2.9  1,581 6.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  80 0.7  76 0.6  157 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２  79 0.7  69 0.6  159 0.7 

経常利益   707 6.0  361 2.9  1,579 6.5 

Ⅵ 特別利益    － －  － －  － － 

Ⅶ 特別損失 ※３  143 1.2  148 1.2  327 1.4 

税引前中間（当
期）純利益   563 4.8  213 1.7  1,251 5.1 

法人税、住民税及
び事業税  173   55   602   

法人税等調整額  60 233 2.0 72 128 1.0 △62 540 2.2 

中間（当期）純利
益   329 2.8  85 0.7  711 2.9 

前期繰越利益   253   －   253  

中間（当期）未処
分利益   583   －   964  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 当中間会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)  

  株主資本 

  

資本金  

資本剰余金   利益剰余金  

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

  
資本 

準備金  

 その他 

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金  

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計  
  

別途 

積立金  

繰越 

利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高 

            (百万円) 
1,200 － 10 10 184 1,700 964 2,848 △2 4,057

 中間会計期間中の変動額           

  新株の発行 700 699  699      1,399

  別途積立金の積立て(注)       500 △500   －

  剰余金の配当(注)     12  △131 △119  △119

  中間純利益       85 85  85

  自己株式の取得         △0 △0

  株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額(純額)  
          

 中間会計期間中の変動額合計 

           (百万円） 
700 699 － 699 12 500 △546 △34 △0 1,364

 平成18年９月30日 残高 

              (百万円) 
1,900 699 10 710 196 2,200 418 2,814 △2 5,421

  評価・換算差額等  

純資産合計  
  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益  

評価・換算 

差額等 

合計  

 平成18年３月31日 残高 

            (百万円) 
1,034 － 1,034 5,092

 中間会計期間中の変動額     

  新株の発行    1,399

  別途積立金の積立て(注)    －

  剰余金の配当(注)    △119

  中間純利益    85

  自己株式の取得    △0

  株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額(純額) 
△188 △0 △189 △189

 中間会計期間中の変動額合計 

            (百万円) 
△188 △0 △189 1,174

 平成18年９月30日 残高 

            (百万円) 
845 △0 845 6,266



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 製品、仕掛品 総平均法に

よる原価法 

製品、仕掛品 同左 製品、仕掛品 同左 

 原材料 先入先出法

による原価

法 

原材料 同左 原材料 同左 

 貯蔵品 最終仕入原

価法による

原価法 

貯蔵品 同左 貯蔵品 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物、構築物 定額法 

機械及び装置 定率法 

車両及び運搬具 定率法 

工具器具及び備品 定率法 

     同左   

    

    

    

    同左   

    

    

    

 (2）無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用してい

る。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため支給見

込額に基づき計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,620百万円）については、

７年による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

 過去勤務債務は、その発生

年度に費用処理している。  

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異

（1,620百万円）については、

７年による按分額を費用処理

している。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

 過去勤務債務は、その発生

年度に費用処理している。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上して

いる。 

 (4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく当事業年

度末要支給額を計上してい

る。  

 ─────  

  

(5) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えて、

当事業年度における支給見込

額の当中間会計期間負担額を

計上している。  

(5) 役員賞与引当金  

 役員賞与の支給に備えて、

支給見込額を計上している。 

（追加情報） 

 役員賞与については「役員

賞与の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委

員会実務対応報告13号平成16

年３月９日）に基づき、発生

時に費用処理している。   

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理を

採用している。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用し

ている。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段)  (ヘッジ対象)

金利スワップ  借入金の利息

同左 同左 

 ③ヘッジ方法 

 金利上昇による影響を限定す

るため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っている。 

③ヘッジ方法 

同左 

③ヘッジ方法 

同左 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

 特例処理によっているスワッ

プについては、有効性の評価を

省略している。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっており、仮

払消費税等及び仮受消費税等

を相殺の上、流動負債「その

他」に計上している。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっている。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

─────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、6,267百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

───── 

 表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

─────  (中間貸借対照表) 

 「関係会社株式」は、前中間会計期間まで、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示していたが、当中間会計期間において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記した。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は740百万円で

ある。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１有形固定資産の減価

償却累計額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

18,438 18,329 18,188 

※２担保資産及び担保付

債務 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 有形固定資産のうち担保

に供している資産並びに担

保付債務は次のとおりであ

る。 

 担保資産    (百万円) 担保資産    (百万円) 担保資産    (百万円) 

 建物 609 (609)

機械及び

装置 
1,624 (1,624)

土地 1,860 (1,860)

その他 17 (17)

合計 4,111 (4,111)

建物 932 (932)

機械及び

装置 
1,712 (1,712)

土地 1,860 (1,860)

その他 7 (7)

合計 4,512 (4,512)

建物 588 (588)

機械及び

装置 
1,593 (1,593)

土地 1,860 (1,860)

その他 7 (7)

合計 4,048 (4,048)

 担保付債務   (百万円) 担保付債務   (百万円) 担保付債務   (百万円) 

 １年以内

返済予定

長期借入

金 

1,314 (1,314)

長期借入

金 
2,259 (2,259)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 4,073 (4,073)

１年以内

返済予定

長期借入

金 

1,268 (1,268)

長期借入

金 
1,331 (1,331)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 3,099 (3,099)

１年以内

返済予定

長期借入

金 

1,299 (1,299)

長期借入

金 
1,938 (1,938)

子会社の

借入金 
500 (500)

合計 3,738 (3,738)

  上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 

※３有価証券消費貸借契

約による貸付 

 投資有価証券508百万円に

ついては、有価証券消費貸

借契約により貸付を行って

いる。 

 投資有価証券421百万円に

ついては、有価証券消費貸

借契約により貸付を行って

いる。 

 投資有価証券464百万円に

ついては、有価証券消費貸

借契約により貸付を行って

いる。 

 ４受取手形割引高 (百万円) (百万円) (百万円) 

 1,599 1,100 1,358 

※５満期手形   ─────  中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会

計処理については、当中間

会計期間の末日は金融機関

の休日だが、満期日に決済

が行なわれたものとして処

理している。当中間期末日

満期手形の金額は、次の通

りである。 

 受取手形   89百万円 

 支払手形   51百万円 

 ───── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単位未満株式の買取りによる増加である。 

項目 
前中間会計期間 

（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 （百万円） （百万円） （百万円）

受取配当金 24 37 34 

受取賃貸料 30 28 61 

貸倒引当金戻入益 12 － 43 

※２ 営業外費用の主要項目    

支払利息 54 47 102 

営業債権売却損 11 7 24 

※３ 特別損失の主要項目    

固定資産除却損 27 32 96 

退職給付会計基準変更時

差異償却額 
115 115 231 

 ４ 減価償却実施額    

有形固定資産 267 270 557 

無形固定資産 35 33 69 

 
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 6 1 － 8 

合計 6 1 － 8 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 80 42 37 

工具器具及び
備品 

95 48 46 

ソフトウェア 7 6 1 

合計 183 97 85 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 80 53 27 

工具器具及び
備品 

69 33 35 

合計 149 86 63 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 80 47 32 

工具器具及び
備品 

90 50 40 

ソフトウェア 7 6 0 

合計 178 105 73 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 30百万円

１年超 60百万円

合計 91百万円

１年内   24百万円

１年超   43百万円

合計   67百万円

１年内 26百万円

１年超 52百万円

合計   78百万円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 15百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料  16百万円

減価償却費相当額  14百万円

支払利息相当額  1百万円

支払リース料  34百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 2百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 52百万円 

１年超 259百万円 

合計 312百万円 

１年内 52百万円 

１年超 207百万円 

合計 259百万円 

１年内 52百万円 

１年超 233百万円 

合計 286百万円 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項なし。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項なし。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は平成18年５月９日開催の取締役会において、平成19年４月２日をもって行なわれる予定の当社のステンレス

鋼線事業の分割による新会社の設立及び同社が同日付で住友電工スチールワイヤー株式会社よりステンレス鋼線事業

の承継ないし譲渡を受ける旨を承認し、同時に両社間でこれらを内容とする基本合意書を締結した。その概要は次の

とおりである。 

１．新設分割の内容 

（１）当社から本件事業を承継する会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

会社の名称   鈴木住電ステンレス㈱（仮称） 

住所      東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

代表者の氏名  未定 

資本金     未定（但し、５億円未満） 

事業の内容   ステンレス鋼線の製造・販売 

（２）当該分割の目的 

 今後ステンレス鋼線事業を取り巻く事業環境は、ユーザーのアジアシフトによる国内マーケットの縮小及び海

外市場での海外メーカーの攻勢などによりますます厳しさを増すものと予想される。このような中、両社はそれ

ぞれのステンレス鋼線事業を分離・統合し、生産集約並びに間接費の削減、販売力強化など全般にわたるシナジ

ー効果を最大限に発揮することにより、世界トップレベルのコスト競争力と、両社がこれまで培ってきた品質造

り込み技術を通じて、日本のみならず需要拡大が期待できるアジアを中心とした世界のお客様に更に満足いただ

けるステンレス鋼線の製造・販売会社の設立を目指す。  

（３）当該分割の方法及び分割に係る計画の内容 

分割の方法 

 当社を分割会社とし、設立する新設会社を承継会社とする新設分割の方法により会社分割を行う。 

分割の日程 

 分割計画承認取締役会  平成18年12月下旬（予定） 

 分割期日        平成19年４月２日（予定） 

 分割当期日       平成19年４月２日（予定） 

新設会社が分割に際して発行する株式割り当て 

 承継会社の発行株数は未定であるが、本件事業統合のために行う一連の取引を完了した時点における当社及び

住友電工スチールワイヤー株式会社の統合会社に対する出資比率は、各々60％及び40％の予定である。 

承継される権利義務 

 統合会社が本件分割に対象事業を遂行する上で必要と判断される本件分割の対象事業に係る資産及びこれに付

随する権利。 

２．その他 

 統合会社は、当社の連結子会社となる予定である。 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 １ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第105期)（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

 ２ 有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

  平成18年７月31日関東財務局長に提出。 

 ３ 臨時報告書  

  平成18年５月９日関東財務局長に提出    

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）に基づく臨時報告書である。  

４ 臨時報告書  

  平成18年12月14日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書である。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、鈴木金属工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、鈴木金属工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月22日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、鈴木金属工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月21日 

鈴木金属工業株式会社   

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 渡辺 憲雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土井 英雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴木金

属工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第106期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、鈴木金属工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/54
	pageform2: 2/54
	form1: EDINET提出書類  2006/12/21 提出
	form2: 鈴木金属工業株式会社(312023)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/54
	pageform4: 4/54
	pageform5: 5/54
	pageform6: 6/54
	pageform7: 7/54
	pageform8: 8/54
	pageform9: 9/54
	pageform10: 10/54
	pageform11: 11/54
	pageform12: 12/54
	pageform13: 13/54
	pageform14: 14/54
	pageform15: 15/54
	pageform16: 16/54
	pageform17: 17/54
	pageform18: 18/54
	pageform19: 19/54
	pageform20: 20/54
	pageform21: 21/54
	pageform22: 22/54
	pageform23: 23/54
	pageform24: 24/54
	pageform25: 25/54
	pageform26: 26/54
	pageform27: 27/54
	pageform28: 28/54
	pageform29: 29/54
	pageform30: 30/54
	pageform31: 31/54
	pageform32: 32/54
	pageform33: 33/54
	pageform34: 34/54
	pageform35: 35/54
	pageform36: 36/54
	pageform37: 37/54
	pageform38: 38/54
	pageform39: 39/54
	pageform40: 40/54
	pageform41: 41/54
	pageform42: 42/54
	pageform43: 43/54
	pageform44: 44/54
	pageform45: 45/54
	pageform46: 46/54
	pageform47: 47/54
	pageform48: 48/54
	pageform49: 49/54
	pageform50: 50/54
	pageform51: 51/54
	pageform52: 52/54
	pageform53: 53/54
	pageform54: 54/54


